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第 ５ 節 県民・事業者・NPO・行政等が連携して
取り組むネットワークづくり

１　現況
　分野ごとの施策を県民総ぐるみで進め
るには、社会の構成員すべてが自主的か
つ積極的に環境に配慮した行動を実践す
ることが重要であり、県内ではレジ袋の
無料配布取止めを契機に、環境保全活動
を実践する意識が高まっています。
　また、県内では、県民・事業者・ＮＰ
Ｏ・行政等が様々な環境保全活動を実施
していることから、互いの特性を活かし
ながら連携することで、より効果的な取
組みが期待されます。

２　講じた施策
　①　地域活動の活性化、NPO等の育成、
活動参加の促進

　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの
推進
　エコライフの実践につなげる県民
総ぐるみでのレジ袋削減や「エコ・
クッキング」の普及・拡大や民間団
体と連携した中高生向け環境講座
「とやまスーパーエコ塾」を実施し
ました。また、「環境フェア２０１１」な
ど各種イベントを開催しました。

　　イ　自然環境の保全
　自然博物園ねいの里、鳥獣保護セ
ンター等での普及啓発や自然とふれ
あうイベントを開催しました。また、
とやま森づくりサポートセンターを
通じて森林ボランティアの活動を支
援しました。

　　ウ　生活環境の保全
　エコドライブ、スターウォッチン
グ等の県民参加で取り組む環境保全
活動を推進しました。また、とやま
の名水等における先進的な保全活動
事例、ホタルの名所等を「とやま名

水ナビ」を活用し、情報発信しまし
た。

　　エ　水資源の保全と活用
　河川及び海岸等の水辺周辺におけ
る県民総ぐるみでの清掃や美化活動
を推進しました。また、水に関する
歴史風土や水文化について情報発信
しました。

　②　事業者の環境保全活動の取組推進
　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの

推進
　産業廃棄物多量排出事業者による
排出抑制対策を推進しました。また、
エコアクション２１及びリサイクル認
定制度を普及・促進しました。

　　イ　自然環境の保全
　民間事業者が行う環境配慮型のト
イレ整備を支援しました。

　　ウ　生活環境の保全
　環境汚染事故対策の充実等、事業
者による効果的な環境管理体制の再
構築を促進しました。

　　エ　水資源の保全と活用
　地下水を利用する事業者等で構成
される地下水利用対策協議会での節
水の呼びかけにより、事業者におけ
る節水及び雨水浸透による地下水涵
養等、自主的な地下水保全対策を推
進しました。 

〈分野横断的な施策の推進〉
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　③　各主体間での連携の促進
　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの

推進
　環境とやま県民会議を中心に、多
様な主体間の連携を促進しました。

　　イ　生活環境の保全
　エコドライブとやま推進協議会を
中心としたエコドライブ推進運動を

展開しました。また、富山県公共交
通利用促進協議会を中心としたノー
マイカー運動を展開しました。

　　ウ　水資源の保全と活用
　ボランティア活動及び水文化の都
市交流等により、水を通じた交流と
連携を推進しました。

指標の達成状況

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況及び主な取組みの指標達成への貢献は、表１‐６４
及び表１‐６５のとおりです。

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

５００件４５０件４５０件
２０１１年度
（H２３）

２１４件
２００５年度
（H１７）

環境保全に関する相談件数

環境保全相談室（（財）とやま環境財団内
に設置）への相談件数

１９４事業者１４４事業者９２事業者
２０１１年度
（H２３）

６事業者
２００５年度
（H１７）

エコアクション２１の認証・登録事業者数

環境省が策定した中小企業向け環境マネ
ジメントシステムであるエコアクション
２１の認証・登録事業者数

―

２０１０年度
（H２２）比
５．０％以上
削減

２０１５年度*
（H２７）

２００５年度
（H１７）比
７．７％削減

２０１０年度
（H２２）

２０００年度
（H１２）比
５．４％削減

２００５年度
（H１７）

新県庁エコプランのCO２　削減率

県庁全体の事務事業に伴う二酸化炭素排
出量の削減率

　表１‐６４　指標の達成状況

効　　　果取　組　み
講習会に参加した３事業者が認証・登録を取得エコアクション２１の認証・登録に関す

る講習会等の開催（H２２）
ＬＥＤ照明の導入や高効率空調機への更新等の省エネ
化改修などにより、県庁全体の二酸化炭素排出量を
７．７％削減（H１７比）

新県庁エコプランの推進（H２２）

　表１‐６５　主な取組みによる指標達成への貢献

　＊　新県庁エコプラン（第３期計画）では、計画期間を平成２７年度までとしているため。
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１　現況
　分野ごとの施策を総合的に進めるには、
主体的に環境問題に取り組む人材を育て
ることが重要であり、県内では家庭、学
校、地域、事業者等の様々な場において
環境教育・環境学習が行われています。
　一方、県民の自主的な環境保全活動を
促進するには、各主体が問題の本質や行
動内容を自ら考え、解決する能力を身に
つけることが必要となっています。

２　講じた施策
　幅広い世代が参画する分野横断型の環境
教育の推進
　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの推
進
　環境教育に関する連携・協働に必要
な情報を収集・提供するとともに、財
とやま環境財団を中心に各主体間の連
携・協働を推進しました。

　イ　自然環境の保全
　「第１０回世界自然・野生生物映像祭」、
自然保護講座、森林とのふれあいの機
会等を通じた環境教育を推進しました。

　ウ　生活環境の保全
　星空観察会、水生生物調査等の保全
活動の場の提供、NPECを中心に人材
育成につながる環境保全の交流事業を
実施しました。

　エ　水資源の保全と活用
　町内会等で設置された地下水を利用
した道路消雪設備の節水を図るため、
管理者に対してリーフレットの配布や
節水方法に関する助言を行いました。

第 ６ 節 持続可能な社会構築に向けた人づくり

指標の達成状況

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況は、表１‐６６のとおりです。

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

１５０人９０人２２人
２０１１年度
（H２３）

―
２００５年度
（H１７）

環境保全活動に取り組む講師・指導者数

身近な環境を活用した環境教育や環境保
全活動を行う講師、指導者の数

　表１‐６６　指標の達成状況
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第 ７ 節 環境と経済の好循環の創出
１　現況
　分野ごとの施策を持続的に進めるには、
環境保全が経済を発展させ、経済の活性
化によって環境の保全も促進されること
が重要であり、県内では廃棄物を活用し
た発電、レアメタル回収、小水力発電に
よる再生可能エネルギーと観光を組み合
わせた取組みが行われています。
　また、東日本大震災に伴う福島第一原
子力発電所の事故を契機に、可能な限り
再生可能エネルギーによる発電量を増加
させるなど、地球温暖化対策の観点から
も、環境に配慮したエネルギーを確保し
ていく必要があります。

２　講じた施策
　①　環境付加価値による観光・地元産業
等のブランド力アップ、地域活性化

　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの
推進
　循環資源の地産地消や静脈産業の
支援・育成等、地域活性化にも寄与
する地域循環圏の形成を推進しまし
た。

　　イ　自然環境の保全
　ラムサール条約登録湿地「立山弥
陀ヶ原・大日平」の環境保全と利用
を促進しました。また、散居村や棚
田地域の景観保全を推進しました。

　　ウ　生活環境の保全
　日本海学の推進、「日本海学推進機
構」を通じた様々な普及啓発、調査
研究事業を実施しました。

　　エ　水資源の保全と活用
　名水及び深層水等の水を活用した
産業振興を推進しました。また、魅
力ある水辺空間の賑わい創出と活性
化を進めるまちづくり活動を支援し
ました。 

　②　環境・エネルギー技術を核とした新
産業の育成

　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの
推進
　再生可能エネルギーの利用促進に
関する調査研究や環境調和型の技術
開発を促進しました。

　　イ　自然環境の保全
　森づくりに必要な技術開発と活用
を推進しました。

　　ウ　生活環境の保全
　リモートセンシングによる海洋環
境モニタリングや環日本海における
生物多様性を指標とした沿岸環境評
価手法の開発を推進しました。
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１　現況
　分野ごとの施策を地球規模の観点から
進めるには、環日本海地域を含めた周辺
地域と連携した取組みが重要であり、県
内ではNPECを中心に環境保全に関す
る交流推進事業や調査研究事業等が行わ
れています。
　一方、環日本海地域での工業化の発展
等によって、海洋汚染や越境大気汚染と
いった広域的な環境問題への懸念が高ま
っており、本県の環境保全を進めるため
には、越境汚染の未然防止の観点からも
周辺地域での取組みの強化が必要となっ
ています。

２　講じた施策
　①　国際的な環境モニタリング体制等の
構築

　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの
推進
　環日本海地域の自治体と協力した
海辺の漂着物調査や大気環境に関す
る共同調査研究を推進しました。

　　イ　自然環境の保全
　渡り鳥及び生育地の保全について
国際的な調査を行う団体を支援しま
した。

　　ウ　生活環境の保全
　国と連携した酸性雨及び黄砂に関
するモニタリングを実施しました。

　②　環境保全のための技術情報の共有
　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの

推進
　国際機関、環日本海地域の自治体
と連携した環境に関する調査研究、
技術開発を推進しました。

　　イ　自然環境の保全
　ライチョウ等、希少な野生生物に

関する各種調査を実施しました。

　　ウ　生活環境の保全
　NPECを中核拠点として、調査研
究や環境交流等の各種取組を推進し
ました。また、中国遼寧省との大気
環境に関する共同調査研究のとりま
とめを実施しました。

　③　国際環境協力を担う人材の育成
　　ア　循環型社会と低炭素社会づくりの

推進
　環日本海地域の自治体との技術職
員等の派遣・技術研修員の受入れを
推進しました。

　　イ　自然環境の保全
　「第１０回世界自然・野生生物映像
祭」の開催を支援しました。また、
自然博物園ねいの里において、ロシ
ア沿海地方と共同で行った「渡り鳥
共同調査」等の成果を展示しました。

　　ウ　生活環境の保全
　NPECと連携した人材育成につ
ながる環境保全の交流事業を実施し
ました。また、ロシアハバロフスク
地方で開催された青少年向けの環境
教育事業「北東アジア地域環境体験
プログラム」に県内の中高生を派遣
し、北東アジア地域の環境保全リー
ダーを育成しました。

第 ８ 節 国際環境協力の推進
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指標の達成状況

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況及び主な取組みの指標達成への貢献は、表１‐６７
及び表１‐６８のとおりです。

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

１００人８０人６２人
２０１１年度
（H２３）

７１人
２００５年度
（H１７）

環日本海地域の環境協力を目的とした交
流人数

環日本海地域の環境協力を目的として、
県や財環日本海環境協力センター等が実
施する技術研修員受入れ、専門家派遣、
国際会議開催等により交流した人数

　表１‐６７　指標の達成状況

効　　　果取　組　み
技術職員などの派遣、技術研修員の受入れ等により６２
人が国際交流

黄砂共同調査研究などに関する環境分
析技術向上のための技術職員などの派
遣や研修員の受入れなど 　　　 （H２３）

　表１‐６８　主な取組みによる指標達成への貢献


